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東北･東京間連系線の増強検討の開始に対応した

火力電源入札募集要綱の変更について

平成27年2月16日
東京電力株式会社

資 料 4
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11はじめに

当社は､第6回火力電源入札ワーキンググループ（平成26年7月15日）でご了承をいただいた

 とおり、平成27年3月31日を締切とし、平成26年度電力卸供給入札を実施しております。

このような中、東北・東京間連系線については、昨年10～11月の新規利用申込みに伴い、平

 成33年度以降、空容量がほぼゼロとなり、電力系統利用協議会（以下、「ESCJ」）にて増強に

 向けた検討が開始されております（平成27年2月6日ESCJ公表）。

一方、現行の当社「平成26年度電力卸供給入札募集要綱（以下「要綱」）」において、地域間連

 系線の増強が必要となる場合の取扱いの定めがないため、入札の公平性を前提として、要綱

 に取扱いを追記したいと考えておりますので、「新しい火力電源入札の運用に係る指針」（以下

 「入札GL」）との適合についてご確認をお願いいたします。

○入札スケジュール（変更なし）

平成26年4月11日 入札募集実施プレス

4月21日～5月20日 要綱案に対する意見募集（RFC）

7月15日 第6回火力電源入札ワーキンググループ

8月11日 入札募集受付開始

平成27年3月31日 入札募集受付締切

供給開始時期
平成31年4月～

 平成36年3月

募集規模 600万kW

年間契約基準利用率 70％～80％

契約供給期間
原則15年間（5年

 ～15年で選択）

○主な募集条件（変更なし）
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1．東北･東京間連系線の空容量と

増強に向けたESCJの対応状況
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331-1．東北・東京間連系線の空容量とESCJの対応状況

東北・東京間連系線は、当社の入札募集開始後、昨年10月、11月に利用登録があり、現時点

 では平成33年度以降の空容量はほぼゼロとなっております。【参考1：連系線利用ルール】

上記の状況を踏まえ、特定電源開発者から、ESCJに対して特定電源プロセス【参考2】による東

 北・東京間連系線増強の検討が提起され、ESCJではESCJルールにもとづき、「地域間連系線

 整備計画に係わる調整プロセス＜特定電源＞」が開始しております。

ただし、増強検討には一定の期間を要するため、当社入札募集締切の3月31日までには東北・

 東京間連系線の増強計画、工事費負担金額は決定しない見通しです。

 ※H27.4.1以降は電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」）にて継続検討

増強検討

1月 2月 3月

調
整
プ
ロ
セ
ス
・ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

4月

（4月以降は広域機関にて継続検討）

5月 6月 X月

★

3/31入札募集締切

★

★特定電源開発者および関連一般電気事業者（東北電力・東京電力）による検討提起

★2/6 増強プロセス開始（特定電源開発者募集・委員会設置）

特定電源開発者の募集
広域系統整備の基本要件の確定による
連系線の概算工事費（特定負担分）判明
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44【参考1】
 

連系線の利用登録ルール
 

（基本原則）

連系線の利用にあたっては、公平性・透明性の観点から、以下2点が原則とされています。

○登録時刻が先であるものを連系線等の利用順位の上位とする「先着優先（first-come-first-served）」。
○他事業者の連系線等の利用が阻害されないよう「空おさえの禁止（use-it-or-lose-it）」。

（出典）電力系統利用協議会ルールの解説（電力系統利用協議会事務局

 

H26.8.26）
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55【参考2】
 

ESCJルールにおける増強プロセス

特定電源プロセス
（特定電源開発）

不特定電源プロセス
（取引活性化など）

安定供給プロセス
（安定供給確保）

連系線整備計画に係る委員会

特定電源開発者および当該連系線に関する
一般電気事業者

事務局

検討提起

理事会

設置 報告

検討項目
①地域間連系線等の必要性の有無
②必要量とその効果
③地域間連系線増強等の方策（工事概要、概略コスト、概略工程等）
④地域間連系線増強等に関する費用負担に関する基本的な考え方※

企画運営委員会を
通じて上申

※特定電源プロセスの費用負担は原則「特定負担」。その他の調整プロセスなどを考
慮し、一部を一般負担とする場合の割合の考え方を検討する。

運用委員会
①地域間連系線の利用実績、②地域間連系線
の長期計画が、予め定めた検討開始適否指標
に適合するか半期ごとに確認

企画運営委員会
検討開始適否を検討

報告

設置 報告

理事会

報告

報告

開始適否WG
検討項目
①検討案件のレビュー、
②地域間連系線増強案（工事概要、概略コスト等）
③地域間連系線増強メリット（概算）
④地域間連系線の経済性評価

一般電気事業者

事務局

企画運営委員会
予め定めた要件※に適合す
る場合は開始適否判断（必
要によりWG設置）

※複数台の発電機の計画
外停止により当該一般電気
事業者の供給予備力を超
える大幅な供給力が喪失し
たことに伴い、地域間連系
線が運用容量まで使用され
たにもかかわらず供給支障
の発生が懸念された場合

検討提起

理事会

報告

設置
（開始適否で否の場合を除く） 報告

ESCJ理事会提言

企画運営委員会を
通じて上申

今回の
調整プロセス
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2．要綱における取り扱いと対応策
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772-1. 現行の入札募集要綱における取り扱い

要綱では、空容量の利用を念頭とし、 ESCJ基本原則にしたがい、連系線の利用手続きは落

 札決定後に当社（入札実施者）が行うこととし、手続きの結果送電不可となった場合は落札を

 取消すことのみの規定としております。

一方、要綱では連系線増強をともなう場合の取扱いを定めていないため、広域機関での検討

 により、東北･東京間連系線の利用手続きが可能となることが予見されるにも係わらず、当該

 エリアからの入札を含めた競争が期待できず、安価な電源調達機会を損なう可能性がありま

 す。

【参考】現行要綱上の扱い（抜粋）

第4章(5) 系統アクセス

②当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合

b. 一般電気事業者間の連系線等（以下「連系線等」といいます）の利用について

・

 

当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合、一般社団法人電力系統利用協議会が策定した

 電力系統利用協議会ルールにもとづき、当社は落札者決定後、関連 一般電気事業者に対して、振替

 供給（中継振替）の接続検討申込、振替供給（中継振替）申込など連系線等の利用に関する手続きを

 行います。

ｃ．留意事項

・

 

上記の連系線等の利用に関する手続きのなかで行われる送電可否判定の結果、送電不可であった

 場合落札は取消となりますので、事前に連系線等の空き状況をご確認ください。
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具体的な仕組み【次スライド参照】
応札者への要求事項



 

東北･東京間連系線の増設が必要な場合は、ESCJの特定電源プロセスの募集に応募いただく。

落札者の決定方法（上限価格以下の案件のみ）


 

締切時の評価では、連系線増強費用未定の応札は暫定扱いとし、落札候補となった場合は「仮落札

 候補者」とする（募集規模内）。


 

募集枠を超過した案件は「補欠落札候補者」とする。


 

「広域系統整備の基本要件」の確定において連系線の概算工事費（特定負担分）が判明し次第、当

 該費用のみを反映した入札価格により最終評価を行い、最終落札者を確定する。
・入札価格の再提出（予め反映式を設定）は、増強検討結果の判明後10営業日を期限とする。
・連系線の概算工事費（特定負担分）を反映した結果、判定価格が上限価格を超える場合は

 

「不合

 格」とし、補欠落札候補者を順に繰上げ落札とする。
・なお、連系線の概算工事費（特定負担分）の反映は本年12月25日を期限とし、原因を問わず反映で

 きない場合は当該仮落札候補者の入札は無効とする。ただし、本年12月25日までに「広域系統整備
の基本要件」が確定した場合はのぞく。

・特定電源プロセスの再検討等により連系線の概算工事費（特定負担分）が変更になった場合は入

 札価格の再調整・精算は行わない。

周知方法


 

当社HP、当社NSC事前相談時に周知（ご希望に応じ、入札実施部門から説明）。

2-2. 今回の入札募集における対応策（要綱変更案）

対
応
策

競争の公平性を前提とし、連系線増強を伴う案件については、3/31の入札募集締切後に、広域機関

 による「広域系統整備の基本要件」の確定【参考3】において、連系線の概算工事費（特定負担分）が

 判明し次第、当該費用を入札価格に反映して再度評価を行い、最終的な落札者を決定することとし、

 連系線増強を伴う案件の入札も可能とします。
なお、最終的な落札者の決定にあたっては、入札締切後の評価に関する火力電源入札WGに加えて、

 再度火力電源入札WGにてご確認いただきます。
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92-3. 評価方法のイメージ

応札締切後の評価

（暫定順位での仮落札）
※判定価格が上限価格を超える場合は「不合格」

増強費確定後の評価

（最終落札者の決定）

Ａ発電事業者
100万kW a円/kWh

Ｃ発電事業者
100万kW c円/kWh

Ｅ発電事業者
100万kW e円/kWh

Ｇ発電事業者
100万kW g円/kWh

Ｂ発電事業者
100万kW b円/kWh

募集規模
600万kW

順位1位

 

（落札）

順位2位（仮落札仮落札）

順位3位

 

（落札）

順位4位（仮落札仮落札）

順位5位

 

（落札）

順位6位（仮落札仮落札）
Ｆ発電事業者

100万kW f円/kWh

順位7位（補補

 

欠欠）

※いずれの電源も、判定価格＜上限価格
※評価価格順位

 

a＜b＜c＜d＜e＜f＜g

Ｄ発電事業者
100万kW d円/kWh

Ａ発電事業者
100万kW a円/kWh

Ｃ発電事業者
100万kW c円/kWh

Ｅ発電事業者
100万kW e円/kWh

Ｇ発電事業者
100万kW g円/kWh

Ｂ発電事業者
100万kW b＋α円/kWh

順位1位

 

（落札済）

順位2位

 

（落札済）

順位3位

 

（落札）

順位4位

 

（落札済）

順位5位

 

（落札）

順位6位

 

（落札）

Ｆ発電事業者
100万kW f＋α円/kWh 順位7位（不合格不合格）

Ｄ発電事業者
100万kW d＋α円/kWh

※α

 

：

 

連系線増強費

増強費未定の応札 その他の応札

価

格

高

安

H27.5～6月（目途） ～H28.1月（目途）
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1010【参考3】 第8回制度設計WGで示された計画策定プロセスとの関係

広域機関による連系線の計画策定プロセスの標準検討期間は、連系線が新設の場合、開始から取りまとめ

 まで「18ヶ月以内」とされているため、検討の過程となる「(2)広域系統整備の検討」における「②広域系統整

 備の基本要件」の確定により判明する連系線の概算工事費（特定負担分）を反映していただく。

（出典）

 

第8回 制度設計ワーキンググループ 事務局提出資料 ～広域的運営推進機関の設備形成ルールについて～（H26.9.18）
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11112-4. 入札募集のスケジュール（見直し後）

2015年
3月 4月 5月 6月

連
系
線
増
強
プ
ロ
セ
ス

☆

応札受付期間

☆3/31
応札締切

落札候補者の選定（注）

火力電源入札WG
（落札候補者審議）

X月 X+1月 X+2月

火
力
入
札
募
集

☆

落札者決定
（仮落札・補欠決定）

PPA契約交渉

☆
広域機関設立

PPA契約事前交渉

☆

「広域系統整備の基本要件」の確定による
連系線の概算工事費（特定負担分）判明

（注）競合時には再アクセス検討に3ヶ月程度必要

※協議を希望する場合

落 札 者

仮落札者
補欠落札者

☆

再
評
価

火力電源入札WG
（最終落札結果の確認）

☆

最終
落札者確定

X+3月

仮落札者
事業評価

PPA契約交渉

☆再提出

(2)広域系統整備の検討
(3)実施案の募集及び決定
(4)受益者及び費用負担割合の決定
(5)広域系統整備計画の取りまとめ

増強案の検討
（ESCJ）

網掛部：

 今回追加規定
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3. 要綱の変更案について
（すべて追記により、修正・削除箇所はありません）
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13133-1. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第1章

入札実施のス

 ケジュール

・スケジュール

・落札者は、契約締結後１ヵ月以内に供給条件

 を経済産業大臣に、電気事業法第22条第７項

 および同施行規則第32条にもとづく届出をし

 ていただく必要があります。

・スケジュール

・落札者は、契約締結後１ヵ月以内に供給条件

 を経済産業大臣に、電気事業法第22条第７項

 および同施行規則第32条にもとづく届出をし

 ていただく必要があります。

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成

 27年2月16日）了承に基づく追記】

・入札募集受付期間中に東北・東京間連系線の

 増強に関する検討が開始されたことを受けた

 取扱いを追記いたします。この取扱いによる

 応札案件の落札者の決定は上記スケジュール

 によりません。(*5)



東京電力株式会社 2015.2.16

14143-2. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第1章

入札実施のス

 ケジュール

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく

 追記】

(*5) 

・入札募集受付期間中に相馬双葉幹線の空容量がほぼ０となり、ESCJルール

 にもとづく「地域間連系線整備計画に係わる調整プロセス＜特定電源＞

 （以下「特定電源プロセス」といいます）」による東北・東京間連系線の

 増強に関する検討提起があり、ESCJによる増強検討（平成27年4月以降は

 電力広域的運営推進機関による検討となります。以下、総称して「増強検

 討」といいます）が開始されました（平成27年2月6日ESCJ公表）。増強検

 討には一定の期間を要し、東北・東京間連系線の増強に関する工事費負担

 金概算額（特定負担分）の判明は、入札募集受付期間後となる見通しです。

 このため、応札案件が東北・東京間連系線の増強が必要な場合など、応札

 者の責めによらず入札価格に含めるべき工事費負担金概算額（特定負担

 分）の判明が入札募集受付期間後とならざるを得ない場合の応札方法、な

 らびにこれを考慮した評価方法を追記いたします。詳細につきましては、

 各章の追記内容を確認してください。

・特定電源プロセスとは、ESCJが特定電源開発者および連系線に関係する系

 統の一般電気事業者からの検討提起を受けて開始する地域間連系線の増強

 に係る検討となります。詳細についてはESCJルールを参照してください。
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15153-3. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第4章

(5)系統アクセ

 ス

②当社以外の

 一般電気事業

 者の系統に連

 系する場合

c.留意事項

c.留意事項

・上記の連系線等の利用に関する手続きのなか

 で行われる送電可否判定の結果、送電不可で

 あった場合落札は取消となりますので、事前

 に連系線等の空き状況(*16)をご確認ください。

c.留意事項

・上記の連系線等の利用に関する手続きのなか

 で行われる送電可否判定の結果、送電不可で

 あった場合落札は取消となりますので、事前

 に連系線等の空き状況(*16)をご確認ください。

【第9回火力電源入札WG（平成27年2月16日）了

 承に基づく追記】

なお、相馬双葉幹線は、入札募集受付期間中

 に空容量がほぼ０となり、特定電源プロセス

 が開始されています。このため、東北・東京

 間連系線の増強を必要とする案件による応札

 者は、入札に先立ち、ESCJが実施中の特定電

 源プロセスに関する特定電源開発者の募集

 （以下「特定電源募集」といいます）に応募

 してください。

 

(*17)
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16163-4. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第4章

(5)系統アクセ

 ス

②当社以外の

 一般電気事業

 者の系統に連

 系する場合

c.留意事項

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16

 日）了承に基づく追記】

(*17)ESCJでは、平成27年2月6日に特定電源プロセスによる

 東北・東京間連系線の増強の検討を開始しており、平成

 27年3月27日まで特定電源募集を実施しております。
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17173-5. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第5章

 (1)各年

 度の費

 用の算

 定

②電源

 線等工

 事費・

 電源線

 等以外

 工事費

 などの

 扱い

②電源線等工事費・電源線等以外工事費の扱い

連系する一般電気事業者の送配電部門の接続検討

 により回答された系統アクセス費用のうち、電源

 線等工事費（特定負担分）については、資本費と

 して入札価格に含めて算定し、入札価格計算書に

 再掲してください。(*5)

・連系する一般電気事業者の送配電部門の接続検討

 により回答された系統アクセス費用のうち、電源

 線等以外工事費（一般負担分）については、入札

 価格の算定には含めないでください。

 

(*6)

②電源線等工事費・電源線等以外工事費などの扱い

連系する一般電気事業者の送配電部門の接続検討

 により回答された系統アクセス費用のうち、電源

 線等工事費（特定負担分）については、資本費と

 して入札価格に含めて算定し、入札価格計算書に

 再掲してください。(*5)

・連系する一般電気事業者の送配電部門の接続検討

 により回答された系統アクセス費用のうち、電源

 線等以外工事費（一般負担分）については、入札

 価格の算定には含めないでください。(*6)

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2

 月16日）了承に基づく追記】

・相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額

 （特定負担分）の判明が入札募集受付期間後となら

 ざるを得ない場合については、以下のとおり取り扱

 うことといたします。

次項に続く
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18183-6. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第5章

(1)各年度

 の費用の

 算定

②電源線

 等工事

 費・電源

 線等以外

 工事費な

 どの扱い

《入札時》

－入札価格に相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）

 は含めずに算定してください。

－この場合、『（様式22）相馬双葉幹線等の増強計画への参画について』に必要

 事項を記載のうえ、入札書添付書類23として提出してください。また、『（様

 式23）相馬双葉幹線等増強工事費（特定負担分）の算定式』により、相馬双葉

幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）が判明した後に当該

金額を代入することにより各年度の資本費への反映額が算定可能な算定式を策

定し、入札書添付書類24として提出してください。

《工事費負担金概算額（特定負担分）判明時（*7) 》

－相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）が判明し次

 第、当該応札者は入札時に策定した算定式により算定した当該費用のみを

 『（様式25）入札価格計算書（相馬双葉幹線等増強概算工事費判明後）』によ

 り資本費に追加および再掲をして入札価格を再算定し、『（様式24）入札書

 （相馬双葉幹線等増強工事費反映）』を提出してください(*8) 。

なお、入札価格計算書の再提出にあたっては、ESCJ等が発行した相馬双葉幹線

 等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）がわかる書類（写し可）

 を添付してください。

ただし、『（様式24）入札書（相馬双葉幹線等増強工事費反映）』の提出は平

 成27年12月25日を期限とし、原因を問わず反映できない場合は当該仮落札候補者は

 入札に遡って無効といたします（*9)

 

。
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19193-7. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第5章

(1)各年度の費用の

 算定

②電源線等工事費・

 電源線等以外工事費

 などの扱い

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

(*7)工事費負担金概算額（特定負担分）判明以降、特定電源プロセスの再検討等

により工費費負担金概算額（特定負担分）が変更になった場合は入札価格の再

調整は行わないものといたします。

(*8)再提出の方法については、『第6章（5）相馬双葉幹線等の増強に関する工事費

 負担金概算額（特定負担分）の判明後に入札価格を再提出いただく場合の扱い』

 を参照してください。

(*9)この場合、当社は入札を無効とすることに伴う損失等に対する責任を、一切負

 わないものといたします。

第6章(2)

入札書への添付書類

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

添付書類23．相馬双葉幹線等の増強計画への参画について（様式22）(*4)

添付書類24．相馬双葉幹線等増強工事費（特定負担分）の算定式（様式23）(*4)

第6章(2)

入札書への添付書類

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

(*4)該当する応札者のみ入札書に添付してください。
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20203-8. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第6章(5)

相馬双葉幹

 線等の増強

 に関する工

 事費負担金

 （特定負担

 分）の確定

 後に入札価

 格を再提出

 いただく場

 合の扱い

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

（5）相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）の判明後に入札価

 格を再提出いただく場合の扱い

・提出書類：『（様式24）入札書（相馬双葉幹線等増強工事費反映）』、『（様式25）入札

 価格計算書（相馬双葉幹線等増強概算工事費判明後）』およびESCJ等が発行し

た相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）がわかる

書類（写し可）。

※様式24の代表者の印は、添付書類22と同一の印としてください。

・提出期限：「広域系統整備の基本要件」が確定した日の翌日から起算して10営業日目の午

後４時（最終期限：平成27年12月25日の午後４時）

※受付時間は、『本章（1）④募集期間』と同じ。

※平成27年12月25日までに「広域系統整備の基本要件」が確定した場合は、最終期

限は適用いたしません。

・提出方法：１案件ごとに入札書類を封筒にいれ持参してください（封緘・封印不要）。

当社は受領証を発行いたしますので、持参者は本人の印鑑（認印で可）をお持

 ちください。

・提

 

出

 

先：『本章（1）③提出先』と同じ。

・提出部数：

 

１部

・留意事項：『本章（1）⑥入札を無効とするもの』の各項に加え、相馬双葉幹線等の増強

 に関する工事費負担金概算額（特定負担分）に関係しない変更があった場合は、

 入札を無効といたします。

また、該当する応札者から上記提出期限までに上記提出書類のご提出がない場

 合、当該入札は無効といたします。
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21213-9. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(2)

価格評価に

 よる順位決

 定

（2）価格評価による順位決定

次式により評価価格を算定し、（小数点以下第2

 位までとし、小数点以下第3位で四捨五入しま

 す）、評価価格が安価なものから順位を決定し

ます。(*7)

（2）価格評価による順位決定

次式により評価価格を算定し、（小数点以下第2

 位までとし、小数点以下第3位で四捨五入しま

 す）、評価価格が安価なものから順位を決定し

 ます。(*7)

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27

 年2月16日）了承に基づく追記】

・工事費の特定負担による相馬双葉幹線等の増強

 を前提とした応札があった場合、開札時の評価に

 おいては当該応札の評価価格は暫定扱いとして順

 位付けを行います。また、この場合、当社は当該

 応札者から相馬双葉幹線等の増強に関する工事費

 負担金概算額（特定負担分）が判明した後に速や

 かに提出していただく入札価格をもとに再度、評

 価・順位付けを行います。
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22223-10. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(4)

落札候補者

 の選定

（4）落札者の選定

評価順位の決定後、順位が上位のものから累計し、

 ６００万キロワットに達する応札者までを落札候

 補者として選定いたします。

 ６００万キロワットに達する最後の応札者までの

 契約最大電力の累計量が６００万キロワットを超

 過する場合、６００万キロワットに達する最後の

 応札者まで落札候補者といたします。

（4）落札者の選定

評価順位の決定後、順位が上位のものから累計し、

 ６００万キロワットに達する応札者までを落札候

 補者として選定いたします。

６００万キロワットに達する最後の応札者までの

 契約最大電力の累計量が６００万キロワットを超

 過する場合、６００万キロワットに達する最後の

 応札者まで落札候補者といたします。

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27

 年2月16日）了承に基づく追記】

・工事費の特定負担による相馬双葉幹線等の増強を

 前提とした応札があった場合は以下によります。

次項に続く
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23233-11. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(4)

落札候補者

 の選定

《開札時の評価》

評価価格（暫定含む）の順位が上位のものから累計し、６００万キロ

 ワットに達する応札者までを落札候補者として選定いたします。ただ

 し、工事費の特定負担による相馬双葉幹線等の増強を前提とした応札

 者については「仮落札候補者」といたします。また、６００万キロ

 ワットに達する最後の応札を超過する応札のうち、「仮落札候補者」

 の応札規模相当を「補欠落札候補者」といたします。

《工事費負担金概算額（特定負担分）判明後の評価》

相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担分）を

 反映した再評価の結果、開札時の評価による落札者の規模を含めて６

 ００万キロワットに達する「仮落札候補者」、「補欠落札候補者」ま

 でを落札候補者として選定いたします。

なお、相馬双葉幹線等の増強に関する工事費負担金概算額（特定負担

 分）を反映した「仮落札候補者」の入札価格による判定価格が上限価

 格を上回った場合、当該応札は不合格といたします。
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24243-12. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(4)

落札候補者

 の選定

備考

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

【参考：落札候補者の選定イメージ】
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25253-13. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(5)

落札者の

決定

（5）落札者の決定

落札候補者を選定後、当社は、評価報告書案を火力

 電源入札ワーキンググループに提出いたします。そ

 のうえで、火力電源入札ワーキンググループが入札

 募集要綱にもとづいた評価が行われていると認めた

 場合には、落札候補者を落札者として決定いたしま

 す。

（5）落札者の決定

落札候補者を選定後、当社は、評価報告書案を火力

 電源入札ワーキンググループに提出いたします。そ

 のうえで、火力電源入札ワーキンググループが入札

 募集要綱にもとづいた評価が行われていると認めた

 場合には、落札候補者を落札者として決定いたしま

 す。

【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27

 年2月16日）了承に基づく追記】

『本章(4)落札候補者の選定』の追加規定による

 「仮落札候補者」、「補欠落札候補者」がいる場合

 は以下によります。

－当社は開札時の評価にもとづく評価報告書案を

 火力電源入札ワーキンググループに提出し、火力

 電源入札ワーキンググループが入札募集要綱にも

 とづいた評価が行われていると認めた場合には、

 「落札候補者」を落札者として決定いたします。

－「仮落札候補者」ならびに「補欠落札候補者」に

 ついては、再評価による評価報告書案を火力電源

 入札ワーキンググループにて確認いただき、最終

 的な落札者を決定いたします。

 

(*11) 
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26263-14. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第7章(5)

落札者の

決定

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）

 了承に基づく追記】

(*11)「仮落札候補者」および「補欠落札候補者」となった応

 札者については、再評価の結果により最終的な落否が確定し

 ますが、ご希望の場合は、再評価までの期間に契約協議を先

 行開始することも可能といたします。
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27273-15. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第8章

(9)受給料金

①基本料金

e.相馬双葉幹

 線等増強工事

 費負担金変動

 額の精算

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

e 相馬双葉幹線等増強工事費負担金変動額の精算

・相馬双葉幹線等の増強工事が完了した後、落札者が工事費負担金契約にもとづき

工事費負担金の精算を行った場合、落札者事由によらない工事費負担金の変動額

については、供給開始前までに以下の式による精算を反映し、基本料金を補正い

たします。

各年度の相馬双葉

 

各年度の相馬

 

精算対象工事費

幹線等増強工事費

 

＝

 

双葉幹線等増

 

×

の精算額

 

強工事費(A欄)

 

相馬双葉幹線等の増強概算工事費

(*26)

※精算対象工事費は、落札者事由によらない増強概算工事費の変動額とし、『第８

 章備考欄(*20) 』と同様の考え方によります。ただし、相馬双葉幹線等の増強に

 関する工事費負担金概算額（特定負担分）判明以降、特定電源プロセスの再検討

 等による工事費負担金概算額（特定負担分）の変更については精算の対象といた

 しません。

※相馬双葉幹線等の増強工事費とは、入札価格の再提出時に応札者から提示を受けた

 工事費負担金概算額（特定負担分）といたします。
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28283-16. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

第8章

(9)受給料金

①基本料金

e.相馬双葉幹

 線等増強工事

 費負担金変動

 額の精算

備考

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月

 16日）了承に基づく追記】

(*26) 

相馬双葉幹線等増強工事費（特定負担分）の入札価格計

 算書への再掲にあたって、金利相当額を含めた精算をご

 希望の場合、あらかじめ『（様式23）相馬双葉幹線等増

 強工事費（特定負担分）の算定式』に、対応する金利相

 当額を含めてください。
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29293-17. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

標準契約書Ｂ

 第25条(4)

相馬双葉幹線

 等増強工事費

 の精算

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16

 日）了承に基づく追記】

《落札者が相馬双葉幹線等の増強に関する工事費の特定負担

 により相馬双葉幹線等の増強を前提とする場合には以下の条

 文を挿入》

(4)相馬双葉幹線等増強工事費の精算

甲は、相馬双葉幹線等の増強工事が完了したのち、相馬双

 葉幹線等の増強工事に関する工事費負担金契約にもとづく工

 事費の精算を行った場合、別紙３の４項により算定した、工

 事費精算にともなう各年度の相馬双葉幹線等増強工事費の精

 算額をそれぞれ加算または減算するとともに、これにともな

 う別紙２の資本費の補正を行なうものとする。
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30303-18. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

標準契約書Ｂ

第45条

営業運転開始

 前の解除等の

 補償金

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基

 づく追記】

《落札者が相馬双葉幹線等の増強に関する工事費の特定負担により相馬

 双葉幹線等の増強を前提とする場合には以下の条文を挿入》

３

 

甲の特定負担による連系線等の増強工事を伴う場合で、この契約締

 結後に甲の責めによらず、基本料金の前提とした連系線等の増強工事

 に対する甲の費用負担割合または工事規模の変更によりやむを得ず解

 除等を行なう場合は、第１項(1)に定める補償は免責されるものとする。
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31313-19. 要綱変更案について

項目 現要綱 変更案（追記）

標準契約

 書Ｂ

別紙３

４.相馬

 双葉幹線

 等増強工

 事費の精

 算

規定なし 【第9回火力電源入札ワーキンググループ（平成27年2月16日）了承に基づく追記】

《落札者が相馬双葉幹線等の増強に関する工事費の特定負担により相馬双葉幹線等の増強

 を前提とする場合には以下の条文を挿入》

４．相馬双葉幹線等増強工事費の精算

別紙５のＡ欄に記載の各年度の相馬双葉幹線等増強工事費について、次の算定式にも

とづき補正額を算定するものとする。

各年度の相馬

 

各年度の相馬

 

精算対象工事費

 

１

双葉幹線等増

 

＝

 

双葉幹線等増

 

× ×

強工事費の精

 

強工事費

 

相馬双葉幹線等の

 

(１－事業税率相当)

算額

 

増強概算工事費

 

(※)収入課税の場合

のみ適用

※単位は千円単位とし、その端数は百円単位で四捨五入するものとする。

（注13）精算対象工事費は、工事費の精算において、甲の事由によらない工事費負担金の

変動額とする。

（注14）相馬双葉幹線等の増強工事費とは、入札価格の再提出時に応札者から提示を受けた

 工事費負担金概算額（特定負担分）とする。

（注15）各年度の相馬双葉幹線等増強工事費の精算額の算定にあたり、甲は精算対象工事

費を乙に提示するものとする。
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